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下水道終末処理施設の上乗せ排水基準の見直し 

 

１ 趣旨 

近年、海域では生態系の維持に必要な窒素やりん濃度が低下しており、これに関連して、

一部の下水処理場では、冬季に排水中の窒素濃度を上げる季節別運転に取り組んでいる。 

しかしながら、季節別運転で排水中の窒素濃度が増加すると、BOD（生物化学的酸素要

求量）が上昇する傾向にあり、BOD の上乗せ排水基準が季節別運転の推進の支障となる懸

念がある。 

そこで、季節別運転の円滑な実施を図るため、下水処理場に関する上乗せ排水基準のう

ち、BOD について見直しを行う。 

 

２ 現状 

水質汚濁防止法（以下「法」という。）第３条第１項に基づき、国は、全国一律の排水

基準（一律排水基準）を定めている。 

また、法第３条第３項に基づき、都道府県は一律排水基準よりも厳しい排水基準（上乗

せ排水基準）を条例で定めることができるとされており、県では、昭和 49 年に条例を制

定している（別添１）。 
 

 (1) 下水処理場が遵守すべき排水の BOD 基準 

 水質汚濁防止法 下水道法 

 排水基準 計画処理 

水質 

(流総計画) 

計画放流 

水質 

(事業計画書) 
 河川 海域 

 一律排水基準 上乗せ排水基準 一律排水基準 上乗せ排水基準 

最大値 160 mg/L 25 mg/L － 25 mg/L － － 

日 間 

平均値 
120 mg/L 20 mg/L － 20 mg/L － 15 mg/L 等 

年 間 

平均値 
－ － － - 15 mg/L 等 － 

基準を

超過し

た場合

等 

改善命令、排水の一時停止命令、罰則 ― 
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○流域別下水道整備総合計画（流総計画） 

   流総計画とは、下水道法第２条の２に基づき、公共用水域の環境基準を達成維持する

ために都道府県が定める計画であり、個別の下水道事業計画の上位計画として位置付け

られる。 

将来人口や発生負荷量の推定をもとに、環境基準の達成維持に必要な下水道整備計画

区域や処理場の配置、計画処理水質※１等を定めている｡ 

本県の播磨灘及び大阪湾の流総計画は、同法に基づき、関係府県、関係市町村の意見

を聴くとともに、国土交通大臣（国土交通大臣は環境大臣と協議）との協議を行ったう

えで策定している。特に本県の播磨灘では、全国で初めて全窒素の季節別の処理水質※

２を設定するなど、流総計画に季節別運転※３を位置付けている。 
 
※１ 将来人口の想定年度における下水道の終末処理場での放流水の年間平均処理水質 

※２ 目標（豊かな海の実現）を達成するため、処理水質を季節に応じて変更するもの 

※３ 冬季（11月～４月）に下水処理水の窒素濃度を高める運転をすること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 季節別運転のイメージ 

計画処理水質 

（播磨灘流域別下水道整備総合計画（抜粋）） 

季節別の処理水質を設定した

下水処理場 

一般的な下水処理場 
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播磨灘流総計画で季節別運転の実施を位置付けた下水処理場 

 

 

 

(2) 下水処理場（瀬戸内海側）の排出水の水質 

  下水処理場の排出水の現状を把握するため、瀬戸内海側に排出水を排出する 100 処理

場の水質データ（直近３年分）※を整理した。 

   
BOD（mg/L） 全窒素（mg/L） 

データ数 
平均 最大 平均 最大 

① 季節別運転中の 12 

下水処理場 
3.9 25 11.6 37 1,232 

② ①以外の88下水処

理場 
2.8 25 5.2 48 5,332 

※ 各下水処理場のデータは、別添２参照 

 

  

① 
③ 

② 

① 
② 

③ 
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(3) 季節別運転実施時の水質 

季節別運転は通常とは異なる運転であるため、汚水を浄化する微生物の状態が不安定

になり、排出水の水質が一時的に不安定になることがある。また、排出水中のアンモニ

ア濃度が上昇することにより、BOD 濃度が高くなることがある（別添３）。 

各下水処理場はそのような状態になっても排水の基準を遵守する必要があり、特に

BOD の上乗せ排水基準の遵守を図るため、窒素濃度を高める程度を抑制した季節別運転

を実施している。 

 

＜季節別運転実施処理場の水質変動＞ 

   

 

  

10 月 ５月 

Ａ処理場 

季節別運転実施期間 

８月 ５月 １月 

１月 

11 月 1 月 ５月 

C 処理場 

Ｅ処理場 

季節別運転実施期間 

季節別運転実施期間 

(mg/L) 

(mg/L) 

8 月 ７月 

25 

20 

15 

10 

5 
0 

B 処理場 (mg/L) 

４月 ６月 ３月 １１月 

季節別運転実施期間 

30 

25 

20 

15 

10 

5 

0 

７月 11 月 

25 

20 

15 

10 

5 

0 

Ｄ処理場 (mg/L) 

25 

20 

15 

10 

5 

0 
７月 11 月 ５月 ６月 

季節別運転実施期間 

(mg/L) 
25 

20 

15 

10 

5 

0 

1 月 

７月 ６月 

BOD

全窒素

30

季節別運転実施期間 
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３ 上乗せ排水基準の見直し 

各下水処理場は、排水中に窒素濃度が増加すると BOD が上昇する傾向にあり、BOD の上

乗せ排水基準の遵守を図るため、窒素濃度を高める程度を抑制した季節別運転を実施して

いる。 

ついては、季節別運転の円滑な実施を図るため、BODの上乗せ排水基準の見直しを行う。 
 

見直しは、次の２案について検討する。 

   案１ 現行の BOD の上乗せ排水基準値に、季節別運転によって上昇するアンモニアに

起因する BOD（N-BOD）分を加算 
 
   案２ BOD の上乗せ排水基準の適用緩和 
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(1) 案１ 現行の BOD の上乗せ排水基準値に、季節別運転によって上昇するアンモニアに

起因する BOD（N-BOD）分を加算した排水基準の検討 
 

県下の下水処理場の排出水の実測データを用いて、N-BOD とアンモニア性窒素の関係

性から加算すべき N-BOD 値の把握を試みた。その結果、図１のとおり N-BOD とアンモニ

ア性窒素の関係性は見出せず、従って、加算すべき N-BOD の算定ができなかった。 

また、既往の文献１）でも、N-BOD は、「基質の NH4-N 以外にアンモニア酸化菌

（Nitrosomonas）数に依存する」との知見が示されている。 

以上のことから、季節別運転によって上昇するアンモニアに起因する BOD（N-BOD）

分を算定することは出来ない。 
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１）藤井滋穂、松澤正貴、永禮英明、清水芳久（2003）：硝化反応の BOD に及ぼす影響の実験による評価

検討．環境工学研究論文集，40，531-540 

Ｇ処理場 
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(2) 案２ BOD の上乗せ排水基準の適用緩和の検討 
  
 ①海域放流の下水処理場 

   海域に栄養塩を供給するという季節別運転の推進の観点から、下水処理場については

BOD の上乗せ排水基準を適用しない。 
 
 
 ②河川放流の下水処理場 

 
河川には水道水源や農業用水等の様々な利水があることから、その水質保全を図るた

め、河川放流の下水処理場については、基本的には引き続き現行の上乗せ排水基準を適

用する。 

一方、季節別運転の推進の観点から、特段の措置が取られたものは上乗せ排水基準を

適用しない。 
   

（参考） 

流総計画は、関係市町の意見を聴いて策定することとされている。市町は利水状

況等に関する情報を有しており、その意見も踏まえたうえで、季節別運転の実施を

位置付ける下水処理場を定めている。 

したがって、流総計画において季節別運転の実施が位置付けられた下水処理場で

あるかどうかは、知事が定める下水処理場の判断基準の１つとなる。 

 
 
 

検討結果 

 

海域放流の下水処理場は、全て BOD の上乗せ排水基準を適用しない。 

河川放流の下水処理場は、知事が認める下水処理場は、BOD の上乗せ排水基準を適用

しない。 

 

 （概念図） 

    

 

 

 

 

 

 

 

  

海域放流の処理場 BOD 上乗せ基準を適用しない 

BOD 上乗せ基準を適用しない 

現状のまま 

（引き続き BOD 上乗せ基準を適用） 

その他の下水 
処理場 

知事が定める 
下水処理場 

河川放流の処理場 
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（概念図） 

区分 

生物化学的 

酸素要求量 

(mg/L） 

既設特定事業

場 
下水道終末処理施設 

中級処理のもの 80 (60) 

高級処理のもの 25 (20) 

その他の特定

事業場 
下水道終末処理施設 25 (20) 

備考４ 生物化学的酸素要求量についての排水基準は、下水道終末処理施設及

びし尿処理施設を除き、海域及び湖沼に排出される排出水及び知事が定める

事業場からの排出水については、適用しない。 

（条例の改正箇所） 

A 処理場 
（海域放流） 

BOD上乗せ基準を適用しない 

海 

陸 

河川 

B 処理場 
 河川放流、 
知事が定める下水処理場 

C 処理場 
 河川放流、 
 知事が定める下水 
処理場でない 

BOD上乗せ基準を引き続き適用 

BOD上乗せ基準を適用しない 

※下線は追記部分 
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（参考）アンモニアの生物毒性 
 

下水処理場で季節別運転を実施すると、多くの場合、排水中のアンモニア濃度が上昇する。

これに伴い、海域のアンモニア濃度が上昇する可能性があることから、その生物影響等に関

する知見を整理した。 

 
 

① 水産用水基準 2018 年版（2018 年８月） （日本水産資源保護協会） 

水産用水基準では、U.S.EPA(1989年)の慢性毒性の安全基準値0.03mg NH3-N/Lを基に、

全アンモニアの基準値として 0.03mg /L とされている（別添４）。 

 
 

② アンモニア態窒素濃度の分布（2009.3.18）（明石市５ヶ浦漁場関連下水道連絡協議会（第 12回）より作成） 

季節別運転を実施する処理場の周辺で 0.03mg/L を超過するエリアは、約２km 程度の

範囲に及ぶと想定される。 

 

 
 
 
 

③ 水質常時監視結果（2016 年度）（兵庫県下） 
大阪湾奥や播磨灘の一部の水域で、0.03mg/L 以上となっている。 
（Ⅳ類型 0.018～0.053mg/L、Ⅲ類型 0.015～0.110mg/L、Ⅱ類型 0.010～0.018mg/L） 

 
 

④ 考察 

ア 水産用水基準では、慢性毒性の安全基準値を基に、基準値を0.03mg /Lとしている。 

イ 季節別運転を実施する下水処理場の周辺海域で 0.03mg /L 以上となる範囲は、②の

知見では約２km 程度の範囲と想定される。 

ウ 一般的には、通常の海水に生息し遊泳能力がある海産生物は低塩分の水に対して忌

避行動を示すことから、結果的に 0.03mg /L 以上の水域を忌避するため、影響は低い

と推察される。 

他方、遊泳能力のない仔魚や卵については、影響がないとはいえない。 

エ 今後、継続的にモニタリング等を行い、生物への影響を確認していく。 

 

1km 
季節別運転中 



水質汚濁防止法第３条第３項の排水基準に関する条例（抜粋） 

 

別表第２ 瀬戸内海水域における有害物質以外のものに係る排水基準 

区分 

許容限度 

生物化学

的酸素要

求量 
〔単位１リ
ットルにつ
きミリグラ
ム〕 

化学的酸

素要求量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

浮遊物質

量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

ノルマルヘキサン抽

出物質含有量 

〔単位１リットルにつ

きミリグラム〕 

フェノー

ル類含有

量 
〔単位１リ
ットルにつ
きミリグラ
ム〕 

銅含有量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

亜鉛含有

量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

溶解性鉄

含有量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

溶解性マ

ンガン含

有量 
〔単位１リ
ットルにつ
きミリグラ
ム〕 

クロム含

有量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

弗
ふつ

素含

有量 
〔単位１リ
ットルにつ
きミリグラ
ム〕 

大腸菌群

数 

〔単位１立

方センチメ

ートルにつ

き個〕 鉱油類 
動植物油

脂類 

既
設
特
定
事
業
場 

畜産農業 
排水量 100 立方メートル未満のもの ― 160(120) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

排水量 100 立方メートル以上のもの 100(80) 100(80) 150(120) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

鉱業 
排水量 1,000 立方メートル未満のもの 60(50) 60(50) 100(80) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

排水量 1,000 立方メートル以上のもの 35(25) 35(25) 80(60) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

食料品製造業及び飲

料・飼料・たばこ製造

業（たばこ製造業を除

く。） 

排水量 1,000 立方メートル未満のもの ― 130(100) ― ― 20 ― ― ― ― ― ― ― ― 

排水量 1,000 立方メートル以上 5,000 立
方メートル未満のもの 

100(80) 90(70) 130(100) ― 15 ― ― ― ― ― ― ― ― 

排水量5,000立方メートル以上10,000立
方メートル未満のもの 

65(50) 55(40) 80(60) ― ９ ― ― ― ― ― ― ― ― 

排水量 10,000 立方メートル以上のもの 35(25) 25(20) 50(40) ― ７ ― ― ― ― ― ― ― ― 

繊維工業 染色整理業 
排水量 5,000 立方メートル未満のもの ― 100(80) 90(70) ― ― １ ― ― ― ― ― ― ― 

排水量 5,000 立方メートル以上のもの 55(40) 35(25) 50(40) ― 15 １ ― ― ― ― ― ― ― 

  
その他のも

の 

排水量 1,000 立方メートル未満のもの 65(50) 65(50) 150(120) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

排水量 1,000 立方メートル以上のもの 35(25) 35(25) 50(40) ― 20 ― ― ― ― ― ― ― ― 

パルプ・

紙・紙加工

品製造業 

パルプ製造業 90(70) 90(70) 130(100) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

その他のも

の 

排水量 5,000 立方メートル未満のもの 80(60) 80(60) 90(70) ― ― １ ― ― ― ― ― ― ― 

排水量5,000立方メートル以上10,000立
方メートル未満のもの 

55(40) 55(40) 65(50) ― ― １ ― ― ― ― ― ― ― 

排水量 10,000 立方メートル以上のもの 30(20) 30(20) 50(40) ― ― １ ― ― ― ― ― ― ― 

化学工業 

ゼラチン・接着剤製造業 ― 160(120) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

その他のも

の 

排水量 1,000 立方メートル未満のもの 130(100) 65(50) 150(120) ４ ― １ ― ― ３ ― ― ― ― 

排水量1,000立方メートル以上10,000立
方メートル未満のもの 

80(60) 55(40) 130(100) ３ 20 １ ― ― ３ ― ― ― ― 

排水量 10,000 立方メートル以上 30,000
立方メートル未満のもの 

40(30) 35(25) 80(60) ２ 15 １ ― ― ３ ― ― ― ― 

排水量

30,000 立方

メートル以

上のもの 

乳化重合法によるアクリル
系繊維製造工程を有するも
の 

20(10) 35(25) 50(40) 1.5 10 １ ― ― ３ ― ― ― ― 

酢酸綿製造工程を有するもの 20(10) 30(20) 50(40) 1.5 10 １ ― ― ３ ― ― ― ― 

その他のもの 20(10) 20(10) 50(40) 1.5 10 １ ― ― ３ ― ― ― ― 

石油精製業及び潤滑

油製造業 

排水量 100 立方メートル未満のもの 40(30) 40(30) 50(40) １ ― １ ― ― ― ― ― ― ― 

排水量 100 立方メートル以上 400 立方メ
ートル未満のもの 

30(20) 30(20) 40(30) １ ― １ ― ― ― ― ― ― ― 

排水量 400 立方メートル以上のもの 20(10) 20(10) 30(25) １ ― １ ― ― ― ― ― ― ― 
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（別添１） 



 

区分 

許容限度 

生物化学

的酸素要

求量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

化学的酸

素要求量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

浮遊物質

量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

ノルマルヘキサン抽

出物質含有量 

〔単位１リットルにつ

きミリグラム〕 

フェノー

ル類含有

量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

銅含有量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

亜鉛含有

量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

溶解性鉄

含有量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

溶解性マ

ンガン含

有量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

クロム含

有量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

弗
ふつ

素含

有量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

大腸菌群

数 

〔単位１立

方センチメ

ートルにつ

き個〕 鉱油類 
動植物油

脂類 

既
設
特
定
事
業
場 

コークス製造業 

排水量 100 立方メートル未満のもの 40(30) 40(30) 50(40) ２ ― １ ― ― ― ― ― ― ― 

排水量100立方メートル以上400立方メー
トル未満のもの 

30(20) 30(20) 50(40) ２ ― １ ― ― ― ― ― ― ― 

排水量 400 立方メートル以上のもの 20(10) 30(20) 50(40) ２ ― １ ― ― ― ― ― ― ― 

なめし革製造業 ― 160(120) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

骨材・石工品等製造業 
排水量 1,000 立方メートル未満のもの 60(50) 60(50) 100(80) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

排水量 1,000 立方メートル以上のもの 35(25) 35(25) 80(60) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

鉄鋼業、非鉄金属製造業、
金属製品製造業、一般機械
器具製造業、電気機械器具
製造業、輸送用機械器具製
造業及び精密機械器具製造
業 

排水量 1,000 立方メートル未満のもの 100(80) 100(80) 150(120) ４ ― １ ― ― ― ― ― ― ― 

排水量1,000立方メートル以上5,000立方
メートル未満のもの 

60(50) 60(50) 90(70) ２ 20 １ ― ― ― ― ― ― ― 

排水量 5,000 立方メートル以上 10,000 立
方メートル未満のもの 

35(25) 35(25) 50(40) 1.5 15 １ ― ― ― ― ― ― ― 

排水量 10,000 立方メートル以上のもの 20(10) 20(10) 40(30) 1.5 15 １ ― ― ― ― ― ― ― 

ガス業 

排水量 100 立方メートル未満のもの 40(30) 40(30) 50(40) ２ ― １ ― ― ― ― ― ― ― 

排水量100立方メートル以上400立方メー
トル未満のもの 

30(20) 30(20) 50(40) ２ ― １ ― ― ― ― ― ― ― 

排水量 400 立方メートル以上のもの 20(10) 30(20) 50(40) ２ ― １ ― ― ― ― ― ― ― 

旅館その他の宿泊所 100(80) 110(90) 130(100) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

医療業 100(80) 100(80) 130(100) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

と畜場 80(60) 80(60) 90(70) ― ― ― ― ― ― ― ― ― (2,000) 

研究、試験、検査等の業務用の施設 100(80) 100(80) 130(100) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

し尿処理

施設  

 

し尿浄化

槽  

処理対象人

員201人以上

501 人未満の

もの  

昭和49年３月31日以

前に設置したもの 

指定区域 80(60) 110(90) 130(100) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

その他の区域 120(90) 130(100) 150(120) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

昭和49年４月１日か
ら昭和56年５月31日
までに設置したもの 

301人未満のもの 80(60) 110(90) 130(100) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

301人以上のもの 40(30) 70(60) 90(70) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

昭和 56 年６月１日以降に設
置したもの 

40(30) 70(60) 90(70) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

処理対象人

員501人以上

のもの 

指定区域 40(30) 70(60) 90(70) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

その他の区域 

処理対象人員
2,000人未満のも
の 

80(60) 110(90) 130(100) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

処理対象人員
2,000人以上のも
の 

40(30) 70(60) 90(70) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

その他のもの 40(30) 70(60) 90(70) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
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区分 

許容限度 

生物化学

的酸素要

求量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

化学的酸

素要求量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

浮遊物質

量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

ノルマルヘキサン抽

出物質含有量 

〔単位１リットルにつ

きミリグラム〕 

フェノー

ル類含有

量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

銅含有量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

亜鉛含有

量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

溶解性鉄

含有量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

溶解性マ

ンガン含

有量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

クロム含

有量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

弗
ふつ

素含

有量 

〔単位１リ

ットルにつ

きミリグラ

ム〕 

大腸菌群

数 

〔単位１立

方センチメ

ートルにつ

き個〕 鉱油類 
動植物油

脂類 

既
設
特
定
事
業
場 

下水道終末処

理施設 

中級処理のもの 80(60) ― 130(100) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

高級処理のもの 25(20) ― 90(70) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

その他の業種

又は施設 

排水量 1,000 立方メートル未満のもの 100(80) 100(80) 150(120) ４ ― １ ― ― ― ― ― ― ― 

排水量 1,000 立方メートル以上 5,000 立方メー

トル未満のもの 
60(50) 60(50) 90(70) ２ 20 １ ― ― ― ― ― ― ― 

排水量5,000立方メートル以上10,000立方メー

トル未満のもの 
35(25) 35(25) 50(40) 1.5 15 １ ― ― ― ― ― ― ― 

排水量 10,000 立方メートル以上のもの 20(10) 20(10) 40(30) 1.5 15 １ ― ― ― ― ― ― ― 

そ

の

他

の

特

定

事

業

場 

旅館その他の宿泊所 25(20) 25(20) 60(40)  ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

医療業 25(20) 25(20) 60(40) １ ５ 0.1 0.5 1.5 ２ ２ 0.6 ３ (800) 

研究、試験、検査等の業務用の施設 25(20) 25(20) 60(40) １ ５ 0.1 0.5 1.5 ２ ２ 0.6 ３ (800) 

し尿処理施設 
し尿浄化槽 25(20) 50(40) 90(70) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

その他のもの 25(20) 60(50) 90(70) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

下水道終末処理施設 25(20) ― 90(70) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

その他の業種

又は施設 

排水量 100 立方メートル未満のもの 40(30) 40(30) 50(40) １ ５ 0.1 0.5 1.5 ２ ２ 0.6 ３ (800) 

排水量 100 立方メートル以上 400 立方メートル

未満のもの 
30(20) 30(20) 40(30) １ ５ 0.1 0.5 1.5 ２ ２ 0.6 ３ (800) 

排水量 400 立方メートル以上のもの 20(10) 20(10) 30(20) １ ５ 0.1 0.5 1.5 ２ ２ 0.6 ３ (800) 

 

備考１ この表に掲げる排水基準を適用すべき区域の範囲は、漁業法（昭和 24 年法律第 267 号）第 109 条第２項に規定する瀬戸内海の海域及びこれに流入する公共用水域で、県の区域に

属する区域とする。 

２ この表に掲げる排水基準は、排水量が 30 立方メートル以上である特定事業場に係る排出水について適用する。 

３ この表に掲げる排水基準を適用する特定事業場のうち、２以上の業種又は施設の区分に該当するものにあつては、当該特定事業場に係る排出水については、主たる業種又は施設の区

分の排水基準を適用する。 

４ 生物化学的酸素要求量についての排水基準は、下水道終末処理施設及びし尿処理施設を除き、海域及び湖沼に排出される排出水については、適用しない。 

５ 銅含有量、亜鉛含有量、溶解性鉄含有量、溶解性マンガン含有量、クロム含有量及び 弗
ふつ

素含有量についての排水基準は、昭和 49 年 12 月１日においてゆう出している温泉を利用す

る旅館その他の宿泊所に該当する特定事業場に係る排出水については、当分の間、適用しない。 

６ この表に掲げる排水基準は、１の施設が特定施設等となつた際現に当該施設のみを特定施設等として設置している者の当該施設を設置している工場又は事業場に係る排出水について

は、当該施設が特定施設等となつた日から次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に掲げる期間は、適用しない。 

(１) 特定施設 ６月間（当該施設が法第 12 条第２項に規定する政令で定める施設である場合にあつては、１年間） 

(２) みなし指定地域特定施設 １年間（当該施設が法第 12 条第３項に規定する政令で定める施設である場合にあつては、３年間） 
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７ この表に数値の定めのない項目及び水素イオン濃度（水素指数）の項目についての許容限度は、排水量が 30 立方メートル以上 50 立方メートル未満である特定事業場にあつては排水

基準を定める省令（昭和 46 年総理附令第 35 号。以下「省令」という。）で定める許容限度とし、排水量が 50 立方メートル以上である特定事業場にあつてはこの表の規定による許容限

度の定めがないものとする。 

８ 「既設特定事業場」とは次に掲げる特定事業場をいい、「その他の特定事業場」とは既設特定事業場以外の特定事業場をいう。 

(１) 昭和 49 年４月１日において、昭和 49 年改正政令の規定による改正前の政令別表第１に掲げる特定施設を設置している者の当該特定施設を設置している特定事業場 

(２) 昭和 51 年４月１日において、昭和 49 年改正政令の規定により政令別表第１に追加された特定施設のみを特定施設として設置している者の当該特定施設を設置している特定事業

場 

(３) 昭和 63 年４月１日において、昭和 51 年改正政令、昭和 54 年改正政令、昭和 56 年改正政令及び昭和 57 年改正政令の規定により政令別表第１に追加された特定施設のみを特定施

設として設置している者の当該特定施設を設置している特定事業場 

(４) 平成３年 11 月１日において、平成２年改正政令の規定により定められたみなし指定地域特定施設のみを特定施設等として設置している者の当該みなし指定地域特定施設を設置し

ている特定事業場 

(５) 備考７に規定する特定施設等のみを特定施設等として設置している者の当該特定施設等を設置している特定事業場 

９ 「排水量」とは、１日当たりの平均的な排出水の量をいう。 

10 「中級処理のもの」とは高速散水濾
ろ
床法、モディファイド・エヤレーション法その他これらと同程度に処理することができる方法により下水を処理するものをいい、「高級処理のも

の」とは活性汚泥法、標準散水濾
ろ
床法その他これらと同程度に処理することができる方法により下水を処理するものをいう。 

11 「指定区域」とは、昭和 49 年３月 31 日において建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 32 条第１項の規定に基づき特定行政庁が衛生上特に支障があると認めて規則で指定

する区域をいう。 

12 （ ）内の数値は、日間平均値を示す。 
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（別添２） 

 

下水処理場の排出水の水質 

 

① 季節別運転中の 12 下水処理場 

 

BOD 最大濃度降順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

BOD と全窒素の相関図（平均・最大） 

  

No. 
BOD 全窒素 

放流先 
平均 最大 平均 最大 

1 6.7 25.0 17.6 26.0 河川 

2 4.3 24.0 10.2 20.0 海域 

3 6.5 18.0 9.6 23.2 海域 

4 5.4 17.4 14.5 37.0 海域 

5 3.4 17.0 10.6 29.0 海域 

6 4.9 15.0 18.3 28.0 海域 

7 7.7 13.0 18.9 25.0 海域 

8 2.7 7.5 6.7 12.0 河川 

9 1.3 6.0 8.3 15.0 海域 

10 1.2 6.0 6.0 21.1 海域 

11 2.0 3.9 16.3 25.4 海域 

12 1.3 3.7 2.2 7.2 海域 

(単位：mg/L） 
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  ② ①以外の 88 下水処理場 

BOD 最大濃度降順  

No. 
BOD 全窒素 

放流先 
  

No. 
BOD 全窒素 

放流先 
平均 最大 平均 最大   平均 最大 平均 最大 

1 13.8 25.0 31.3 48.0 海域   36 4.6 6.9 3.5 5.8 河川 

2 8.2 25.0 11.4 21.0 河川   37 2.2 6.2 3.3 9.2 河川 

3 8.7 22.0 16.0 25.0 河川   38 1.7 6.0 1.4 7.4 海域 

4 11.8 21.0 15.4 18.8 河川   39 4.0 5.8 4.7 6.6 河川 

5 4.3 20.0 12.5 22.0 海域   40 2.8 5.8 7.6 13.9 海域 

6 3.6 20.0 9.9 17.2 海域   41 1.7 5.7 8.7 15.9 海域 

7 3.4 20.0 2.8 9.3 河川   42 2.1 5.5 3.2 9.5 河川 

8 3.1 20.0 2.8 8.0 河川   43 2.4 5.4 7.7 11.0 海域 

9 6.4 18.0 4.5 17.0 河川   44 1.9 5.3 3.1 8.5 河川 

10 2.9 18.0 7.1 10.0 海域   45 3.6 5.1 2.8 4.9 河川 

11 1.3 14.4 4.3 11.5 河川   46 2.7 5.1 5.6 8.7 河川 

12 3.8 14.0 13.5 22.0 海域   47 1.9 5.1 1.2 6.4 河川 

13 3.7 13.0 3.1 7.5 河川   48 3.6 5.0 2.6 2.9 海域 

14 2.3 13.0 3.6 8.7 海域   49 1.9 5.0 1.4 6.2 河川 

15 4.5 12.0 8.7 26.1 河川   50 2.2 4.9 3.9 4.6 河川 

16 3.6 12.0 8.0 14.0 河川   51 1.4 4.9 2.4 8.9 河川 

17 2.5 12.0 3.2 9.8 河川   52 2.2 4.6 8.4 14.0 海域 

18 3.2 11.0 3.8 12.0 海域   53 1.2 4.5 4.2 16.0 海域 

19 2.7 11.0 5.7 16.2 海域   54 2.2 4.4 3.6 8.6 河川 

20 2.1 10.0 12.7 28.0 海域   55 3.2 4.3 2.3 4.3 河川 

21 2.6 9.5 4.8 26.1 河川   56 1.8 4.3 8.6 11.2 河川 

22 2.4 9.1 3.0 10.1 河川   57 2.5 4.1 3.1 7.3 河川 

23 3.6 8.7 5.6 18.0 河川   58 2.1 4.1 4.8 10.0 河川 

24 2.9 8.7 1.7 4.3 河川   59 1.5 4.1 1.4 9.3 河川 

25 2.6 8.6 8.4 12.0 海域   60 1.5 4.0 2.2 4.6 河川 

26 4.2 8.3 5.3 11.8 河川   61 2.9 3.8 2.8 7.1 河川 

27 4.7 8.2 9.3 11.6 河川   62 1.0 3.8 1.3 8.0 河川 

28 3.1 8.1 5.0 11.3 河川   63 2.0 3.6 2.0 4.0 河川 

29 2.2 8.0 3.6 37.0 河川   64 1.1 3.5 3.4 11.2 海域 

30 2.8 7.8 7.0 12.6 海域   65 1.5 3.3 5.9 13.0 海域 

31 2.6 7.4 2.0 9.5 河川   66 1.2 3.3 9.0 17.7 海域 

32 1.6 7.3 1.7 7.6 河川   67 1.2 3.3 10.8 14.0 河川 

33 2.3 7.1 2.7 8.5 河川   68 2.1 3.2 2.2 3.3 河川 

34 2.0 7.1 6.0 17.0 河川   69 2.0 3.2 2.2 3.6 河川 

35 3.3 7.0 6.1 11.6 河川   70 1.7 3.2 1.3 3.7 河川 

 

(単位：mg/L） 
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No. 
BOD 全窒素 

放流先 
平均 最大 平均 最大 

71 1.7 3.2 7.2 10.0 海域 

72 2.2 3.1 2.5 8.3 河川 

73 1.9 3.1 2.1 8.5 河川 

74 1.2 3.1 3.2 11.4 河川 

75 2.3 2.9 2.5 5.5 河川 

76 2.1 2.9 4.9 11.0 河川 

77 1.5 2.7 1.9 5.5 河川 

78 1.2 2.7 6.1 7.5 河川 

79 1.8 2.6 2.8 7.1 河川 

80 2.1 2.4 3.2 6.8 河川 

81 1.9 2.4 6.2 7.7 河川 

82 1.0 2.4 0.9 3.9 河川 

83 1.6 2.2 2.0 5.3 河川 

84 1.7 1.9 3.1 5.8 河川 

85 1.3 1.8 4.6 6.4 河川 

86 1.3 1.7 3.1 4.8 河川 

87 0.8 1.7 8.2 11.0 海域 

88 1.1 1.4 1.7 3.4 河川 

 

 

 

 

(単位：mg/L） 
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（別添３） 

 
栄養塩管理運転を実施している下水処理場排水のＢＯＤ 

 

１ ＢＯＤとは 
生物化学的酸素要求量といわれ、水中の有機物を微生物が酸化分解するために必要とする

酸素の量。 
通常２０℃で５日間、暗所で培養したときの酸素消費量を測定する。 

 
２ 河川での状況 好気性微生物により有機物の大部分が分解される 

⇒ＢＯＤは河川水質の有機汚濁の指標 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 下水処理場の処理水 
 ①反応速度が速い好気性微生物が有機物の大部分を分解済   
 ②場内では水温が高く滞留時間が長いため、反応速度が遅いアンモニアや亜硝酸を硝酸 

に酸化する細菌（硝化菌）が繁殖していることが多い 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

好気性微生物 有機物 

酸素 

ＢＯＤ 

《イメージ》好気性生物の有機物分解過程 

《イメージ》有機物分解過程＋硝化（①+②） 

⇒試水の中にアンモニアがあると、アンモニアは有機物ではないのに、BOD として表示

されてしまう。 

好気性微生物 
有機物 

酸素 

ＢＯＤ 

このため、栄養塩管理運転を行う下水処理場からの排水中のＢＯＤが高くなる 

 

酸素 
アンモニア 

硝化菌 
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二酸化炭素
ガス

○硝化抑制運転

好気槽のばっ気量を抑制し、酸素供給量を減らすことにより、硝化菌の活動
（アンモニア⇒硝酸）を抑制させる。
これにより硝酸の量が減少し、嫌気槽での脱窒量が減少（＝排水中の窒素が増
加）する。

滅
菌
池

最初沈
殿池

放流

嫌気槽
最終沈
殿池

拡大

：有機物

：アンモニア（窒素）

：硝酸（窒素）

好気槽

二酸化炭素
ガス

窒素ガス

下水処理場での水処理の方法（概念図）

○通常運転

：好気性微生物。有機物を二酸化炭素ガスにする。
酸素が必要。

：硝化菌。アンモニア（窒素）を硝酸（窒素）にする。
酸素が必要。

：脱窒菌。硝酸（窒素）を窒素ガスにする（＝脱窒）。
酸素があると脱窒しない。

ばっ気
（ｴｱﾚｰｼｮﾝ）

二酸化炭素
ガス

窒素ガス

嫌気槽 好気槽嫌気槽

好気槽嫌気槽 好気槽嫌気槽

好気槽

二酸化炭素
ガス

窒素ガス

二酸化炭素
ガス

嫌気槽 好気槽

窒素ガス窒素ガス

好気槽

好気槽 嫌気槽 好気槽

○脱窒抑制運転

嫌気槽を好気槽に変更する。
これにより脱窒菌が硝酸（窒素）を脱窒しなくなる（＝排水中の窒素が増加）。

二酸化炭素
ガス

二酸化炭素
ガス

○下水処理場の水処理フロー

返送汚泥
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m004218
テキストボックス
（別添４）



2

Fundulus heteroclitus killifish 456 457

458 459 Platichthys flesus 460

461 462 463

464

2,3,7,8-TCDD 9000
1.4 176

174 175

176

14 - 18 174 46 177

445 446 447

448 449 450

3
68 11 12 27

1 pg-TEQ/L
2,3,7,8-TCDD 20 ng/kg

174

4
northern pike 10

ng/L 0.1 1 ng/L 1
pgTEQ/L 1 pgTEQ/gL

pH

1995 NH3-N
5 pH

pH 6.4 - 9.1 342 pH 6.5 - 9.1 330

pH 6.4 - 8.5 332 NH4-N
NH4

+

pH 112 pH
113

1

Lumbriculus variegatus LC50 10 6.6 - 390 mg/L pH 6.5 - 8.6 330
Chironomus tentanus LC50 10 82 - 370 mg/L pH 6.5 - 8.6 330
Chironomus riparius LC50 96 6.6 mgNH3-N/L 331
Ceriodaphnia dubia LC50 96 35 mg/L 333

m004218
テキストボックス
24



Ceriodaphnia dubia LC50 96 49 mg/L 334
Hyalella azteca LC50 96 23 mg/L pH 6.5 332
Hyalella azteca LC50 96 18 mg/L pH 7.5 332
Hyalella azteca LC50 96 24 mg/L pH 8.2 332
Heteropneustes fossilis Cat fish LC50 96 42 mg/L 336
2 1.5 - 2 mg/L111

63 0.054 mgNH3-N/L 337

2

Ulva fasciata EC50 96 1.7 mg/L 230
Haliotis laevigata EC50 2-3 3.9 mg/L 338

4 LC50 96 0.83-3.4 mg/L 109
LC50 48 7.6 mg/L 339
LC50 96 46 mg/L 340
EC50 42 1.1 mg/L 341

Macrobrachium rosenbergii( ) LC50 72 2.2 mgNH3-N/L 343
LC50 96 40 mg/L 344

Metapenaeus ensis LC50 96 36 mg/L 345
Penaeus paulensis LC50 96 5.5 mg/L 346
Penaeus paulensis LC50 96 9.9 mg/L 334
Palaemonetes varians LC50 96 3 mg/L 335
Penaeus vannamei LC50 96 65 mg/L 348
Penaeus setifera LC50 72 8.7 mg/L 349

LC50 24 6.0 mg/L 106
Striped bass LC50 96 0.04 mg/L 108
Sciaenops ocellatus LC50 48 0.8 mgNH3-N/L 350

5 LC50 24 11 mg/L 351
Sea bass Dicentrachus labrax LC50 96 40 mg/L 352
Sparus auratus LC50 96 57 - 59 mg/L 352
Scophthalmus maximus LC50 96 57 - 59 mg/L 352
Paralichthys orbignyanus LC 50 96 97 mg/L 353
Salmo salar LC50 48 59 mg/L 354
Scophthalmus maximus LC50 4 0.8 mgNH3-N/L 356
Periopthalmodon shloseri LC50 96 7.5 mgNH3-N/L 357
Boleophthalmus boddaerti LC50 96 0.84 mgNH3-N/L 357
Sparus aurata LC50 96 52 mg/L 358
Scophthalmus maximus LC50 96 69 mg/L 358

( ) pH8.2
pH 342) 24 5mg/L Na

24 20.7 mg/L 347)

0.066 mg/L 1.33 mg/L 2
107) Scophthalmus maximus( ) 0.11 mg NH3-N/L355)

m004218
テキストボックス
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3
U. S. EPA 0.01 mgNH3-N/L

9 - 12 0.0125 mg/L 110

U. S. EPA 0.03 mgNH3-N/L 110

4
U. S. EPA 0.01 mg/L

0.01 mg/L
U. S. EPA 0.03 mg/L 0.03 mg/L

HClO ClO
NH2Cl N

HCl2 NCl3

Br
179

mg/L mg Cl/L mg Cl2/L mg Cl as Cl2/L
mg /L

HOBr NH2Br

1

Keratella cochlearis LC50 4 0.02 mg Cl as Cl2/L 115
LC50 96 0.08 mg Cl as Cl2/ L 115
LC50 48 0.032 mg Cl as Cl2/L 360

Ceriodaphnia dubia LC50 24 0.12 mg Cl as Cl2/L 361
Gammarus pseudolimnaeus NOEC 4 0.003mg Cl as Cl2/L 114
Hyalella azuteca LC50 96 0.078 mg Cl as Cl2/L 360

LC50 96 0.057 mg Cl as Cl2/L 15
LC50 96 0.08 mg Cl as Cl2/L 115
LC50 96 0.26 mg Cl as Cl2/ L 115
LC50 96 0.059 mg Cl as Cl2/L 360

EC50 0.32 mg Cl as Cl2/L116 Notemigonus crysoleucas golden shine
r 96 LC50 0.30 mg Cl as Cl2/L360

Corbicula fluminea 0.02 - 0.07 mg Cl as Cl2/L 18
70% 359 0.04 mg Cl as Cl2/L

362

m004218
テキストボックス
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【参考】 

 

 

水質汚濁防止法（抜粋） 

 

（排水基準） 

第三条 排水基準は、排出水の汚染状態（熱によるものを含む。以下同じ。）について、環

境省令で定める。 

２ 前項の排水基準は、有害物質による汚染状態にあつては、排出水に含まれる有害物質の

量について、有害物質の種類ごとに定める許容限度とし、その他の汚染状態にあつては、

前条第二項第二号に規定する項目について、項目ごとに定める許容限度とする。 

３ 都道府県は、当該都道府県の区域に属する公共用水域のうちに、その自然的、社会的条

件から判断して、第一項の排水基準によつては人の健康を保護し、又は生活環境を保全す

ることが十分でないと認められる区域があるときは、その区域に排出される排出水の汚染

状態について、政令で定める基準※に従い、条例で、同項の排水基準にかえて適用すべき

同項の排水基準で定める許容限度よりきびしい許容限度を定める排水基準を定めること

ができる。 

４ 前項の条例においては、あわせて当該区域の範囲を明らかにしなければならない。 

５ 都道府県が第三項の規定により排水基準を定める場合には、当該都道府県知事は、あら

かじめ、環境大臣及び関係都道府県知事に通知しなければならない。 

 

  
※水質汚濁防止法施行令 
 
（排水基準に関する条例の基準） 

第四条 法第三条第三項の政令で定める基準は、水質の汚濁に係る環境上の条件につい

ての環境基本法（平成五年法律第九十一号）第十六条第一項の基準（以下「水質環境

基準」という。）が定められているときは、法第三条第三項の規定による条例（農用

地の土壌の汚染防止等に関する法律（昭和四十五年法律第百三十九号）第三条第一項

の規定により指定された対策地域における農用地の土壌の同法第二条第三項の特定

有害物質による汚染を防止するため水質環境基準を基準とせず定められる条例の規

定を除く。）においては、水質環境基準が維持されるため必要かつ十分な程度の許容

限度を定めることとする。 
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下水道法（抜粋） 

 

第一章の二 流域別下水道整備総合計画 

第二条の二 都道府県は、（略）水質環境基準（略）が定められた河川その他の公共の水域

又は海域で政令で定める要件に該当するものについて、（略）当該水質環境基準に達せし

めるため、それぞれの公共の水域又は海域ごとに、下水道の整備に関する総合的な基本計

画（以下「流域別下水道整備総合計画」という。）を定めなければならない。 

２～６ （略） 

７ 都府県は、第一項の規定により二以上の都府県の区域にわたる水系に係る河川その他の

公共の水域又は二以上の都府県の区域における汚水により水質の汚濁が生じる海域の全

部又は一部についての流域別下水道整備総合計画を定めようとするときは、あらかじめ、

関係都府県及び関係市町村の意見を聴くとともに、国土交通省令で定めるところにより、

国土交通大臣に協議しなければならない。 

８ 国土交通大臣は、前項の規定による協議を受けたときは、環境大臣に協議しなければな

らない。 

９ （略） 

  
流域別下水道整備総合計画調査 指針と解説（国土交通省水管理・国土保全局下水道部、

平成 27 年１月）（抜粋） 
 

1-2. 定義 

(8) 計画処理水質 

将来人口の想定年度における下水道の終末処理場での放流水の年間平均処理水質

をいう。 

 

1-3. 流総計画の目的 

流総計画は，環境基本法第 16 条に基づく水質環境基準の類型指定がなされている

水域について，下水道法第２条の２に基づいて策定される当該水域に係る下水道整備

に関する総合的な基本計画であり，河川，湖沼，海域等の公共用水域の水質環境基準

を達成・維持するために必要な下水道の整備を最も効果的に実施するため，下水道法

第２条の２第３項を勘案して当該流域における個別の事業計画の上位計画として策

定することを目的とする。 

 

6-5. 下水道の計画処理水質の決定 

6-5-1. 下水道の計画処理水質の決定方法 

計画処理水質は，下水道の施設整備と下水道以外の汚濁負荷対策をあわせて実施した

場合に，対象水域の将来水質が水質環境基準を達成することができるように定めなけれ

ばならない。 
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（構造の基準） 

第七条 公共下水道の構造は、公衆衛生上重大な危害が生じ、又は公共用水域の水質に重大

な影響が及ぶことを防止する観点から政令で定める技術上の基準に適合※するものでなけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（放流水の水質の基準） 

第８条 公共下水道から河川その他の公共の水域又は海域に放流される水（以下「公共下水

道からの放流水」という。）の水質は、政令で定める技術上の基準に適合※するものでな

ければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※下水道法施行令の一部を改正する政令等の施行について（平成 16 年３月 29 日付け国

都下企第 74 号） 
 
生物化学的酸素要求量、窒素含有量及び燐含有量については、放流先の状況等に応じ

て求められる放流水の水質が異なることから、求められる水質に応じた処理方法で処理

することができる構造とすることが必要である。 

このようなことから、放流水が適合すべき生物化学的酸素要求量、窒素含有量又は燐

含有量に係る水質であって、下水の放流先の河川その他の公共の水域又は海域の状況等

を考慮して公共下水道管理者又は流域下水道管理者が定める水質を計画放流水質とし

て定義した上で、水処理施設は計画放流水質の区分に応じた方法により下水を処理する

構造とすることとした。 

なお、「適合」とは、放流水の水質の日間平均値の年間を通じての最大値が計画放流

水質を超えないことである。 

（略） 
 

流域別下水道整備総合計画（以下「流総計画」という。）は、下水道の整備に関する

総合的な基本計画であることから、流総計画が定められている場合においては、計画放

流水質を当該計画において定められた水処理施設の構造と整合性のとれたものとする

こととした。 

※下水道法施行令の一部を改正する政令等の施行について（平成 16 年３月 29 日付け国

都下企第 74 号） 
 
公共用水域の水質の保全という観点からは、放流先の状況に応じて基準値が定められ

るべきであることから、下水道管理者が計画放流水質として定めるべき生物化学的酸素

要求量、窒素含有量及び燐含有量に係る水質に適合する数値を基準値として定めること

とした。 


